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第 ２ 章  住 宅 の 現 状 

 

２－１ 住宅の種類，建て方及び構造 

 

 

 

居住世帯のある住宅（以下、特に

断りのない限り、「住宅」とは居住世

帯のある住宅をいう。）465,000戸を

住宅の種類別にみると、居住専用に

建築された「専用住宅」が 452,900

戸、居住部分が店舗等の事業用の部

分と結合している「店舗その他の併

用住宅」が 12,100戸となっており、

専用住宅の占める割合（住宅全体の

97.4％）が極めて高くなっている。 

昭和48年には

「専用住宅」が

91.0％、「店舗そ

の他の併用住宅」

が9.0％となって

いた。その後、「店

舗その他の併用

住宅」の占める割

合が急速に縮小

し、平成15年で

は、それぞれ

97.4％、2.6％と

なった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「専用住宅」が住宅全体の9７％を占める 

図2-1　住宅の種類別割合－沖縄県（昭和48年～平成15年）
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表2-1  住宅の種類別住宅数－沖縄県（昭和48年～平成15年）

総　数

昭  和    48    年 229,300 208,700 20,600
          53    年 276,600 259,500 17,100
          58    年 314,700 297,800 16,900
          63    年 347,700 328,000 19,800
平  成    ５    年 380,500 360,400 20,200
          10    年 414,200 394,600 19,700
          15    年 465,000 452,900 12,100

昭  和    48    年 100.0 91.0 9.0
          53    年 100.0 93.8 6.2
          58    年 100.0 94.6 5.4
          63    年 100.0 94.3 5.7
平  成    ５    年 100.0 94.7 5.3
          10    年 100.0 95.3 4.8
          15    年 100.0 97.4 2.6

昭和48年  ～  53年 47,300 50,800  -3,500
　　53年  ～  58年 38,100 38,300  -200
　　58年  ～  63年 33,000 30,200 2,900
　　63年～平成５年 32,800 32,400 400
平成５年  ～  10年 33,700 34,200  -500
　　10年  ～  15年 50,800 58,300  -7,600

昭和48年  ～  53年 20.6 24.3 -17.0
　　53年  ～  58年 13.8 14.8 -1.2
　　58年  ～  63年 10.5 10.1 17.2
　　63年～平成５年 9.4 9.9 2.0
平成５年  ～  10年 8.9 9.5 -2.5
　　10年  ～  15年 12.3 14.8 -38.6

実    数        (戸)

割    合         (%)  

増 減 数       （戸）   

増 減 率         (%)

店舗その他
の併用住宅

専用住宅
年　  次

住 宅 の 種 類
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住宅を建て方別にみると、一戸建は

213,600戸で、住宅全体の45.9％を占めて

おり、共同住宅は234,100戸（50.3％、長

屋建は8,900戸（1.9％）、その他は8,500

戸（1.8％）となっている。これを平成10

年と比べると、一戸建は3,300戸、1.6％

の増加、共同住宅は45,100戸、23.9％の

増加で、特に共同住宅の増加が大きい。一

方、長屋建は8,900戸、8.2％の減少とな

っている。 

住宅の建て方別割合の推移をみると、一戸建の住宅全体に占める割合は、昭和48年の74.4％から平成15年

の45.9％へと一貫して縮小を続けている。また、長屋建の割合も、昭和48年の9.9％から平成15年の1.9％

へと一貫して縮小を続けている。これに対し、共同住宅の割合は、昭和48年14.9％、53年24.9％、58年32.6％、

63年38.5％、平成５年42.4％、10年45.6％と一貫して拡大を続け、平成15年には更に拡大して50.3％とな

り、住宅の集合化が引き続き進行している。 

 

 

 

住宅の建て方別にその階数をみると、一戸建では、平家
ひ らや

（1階建）が117,900戸で、一戸建全体の55.2％、2

階建以上の住宅は95,700戸で44.8％と、平家と2階建以上の割合は半々となっている。なお、平家は昭和53

年の154,200戸を最高にそれ以降減少を続けているのに対し、2階建以上は増加を続けており、住宅全体に占

める2階建以上の一戸建住宅の割合も、53年の12.1％から平成15年には20.6％と拡大を続けている。 

共同住宅では、1・2階建の住宅が共同住宅全体の19.0％、3～5階建の住宅が65.3％、6階建以上の住宅が

15.7％と、3階建以上の住宅が8割以上を占めている。平成10年～平成15年の増加率をみると、1・2階建の

住宅は8.0％増、3～5階建の住宅は29.6％増、6階建以上の住宅は23.5％増と、共同住宅の高層化が進行して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進む共同住宅の高層化 

共同住宅の割合は引き続き拡大 
図2-2  住宅の建て方別割合－沖縄県（昭和 48年～平成15年 ）

45 .9

50 .8

54.2

57.1

61 .0

67 .8

74 .4

5.0

6 .1

9 .9

50.3

45 .6

42.4

38 .5

32.6

24 .9

14 .9

2 .8

2.2

1 .9

2 .3

0 .8

1.8

1 .3

1 .2

1 .6

1 .4

1 .2

    15年

    10年

平成５年

    63年

    58年

    53年

昭和48年

(% )

一戸建 長屋建 共同住宅 その他

図2-3  共同住宅の階数別住宅数の推移－沖縄県（昭和53年～平成15年）
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住宅を建物の構造別にみると、防火木造でない木造（以下単に「木造」という。）は26,600戸で、住宅全体

の5.7％、防火木造は5,600戸（1.2％）、鉄骨・鉄筋コンクリート造などの非木造は432,700戸（93.1％）を

占めている。これを平成10年と比べると、木造が10,900戸、29.1％の大幅な減少となっているのに対し、防

火木造は500戸、8.2％の減少、非木造は62,100戸、16.8％の増加となっている。 

木造の割合は、年々縮小を続け、昭和53年には34.1%と半数を割り、平成15年には更に縮小して、6.9%と

なっている。防火木造は昭和48年の3.6%から平成15年の1.2%へと低下している。これに対し非木造の割合は、

昭和48年の49.3%から平成15年の93.1%へと拡大を続けており、住宅の不燃化が一層進んでいることを示して

いる。 

 

 

住宅の９割以上は鉄骨・鉄筋コンクリート造 

表2-2  住宅の建て方, 階数別住宅数－沖縄県（昭和48年～平成15年）

一  戸  建 長  屋  建 共 同 住 宅

昭 和   48  年 229,300170,500… … 22,800… … 34,200… … … 1,800
        53  年 276,600187,600154,20033,40016,90016,30060068,80024,70040,5003,5003,300
        58  年 314,700191,900146,40045,50015,70014,5001,300102,50033,30064,8004,4004,500
        63  年 347,700198,700137,60061,1009,9008,7001,200133,70037,00084,50012,2005,400
平 成   ５  年 380,500206,300134,40071,9008,4006,9001,500161,40039,400107,50014,5004,400
        10  年 414,200210,300126,40083,9009,7006,3003,400189,00041,200117,90029,8005,200
        15  年 465,000213,600117,90095,7008,9006,3002,600234,10044,500152,80036,8008,500

昭 和   48  年 100.074.4 … … 9.9 … … 14.9 … … … 0.8
        53  年 100.067.855.7 12.16.1 5.90.2 24.98.9 14.6 1.3 1.2
        58  年 100.061.046.5 14.55.0 4.60.4 32.610.6 20.6 1.4 1.4
        63  年 100.057.139.6 17.62.8 2.50.3 38.510.6 24.3 3.5 1.6
平 成   ５  年 100.054.235.3 18.92.2 1.80.4 42.410.4 28.3 3.8 1.2
        10  年 100.050.830.5 20.32.3 1.50.8 45.69.9 28.5 7.2 1.3
        15  年 100.045.925.4 20.61.9 1.40.6 50.39.6 32.9 7.9 1.8

昭和48年 ～ 53年 47,30017,100… … -5,900… … 34,600… … … 1,500
　　53年 ～ 58年 38,1004,300-7,80012,100-1,200-1,80070033,7008,60024,3009001,200
　　58年 ～ 63年 33,0006,800-8,80015,600-5,800-5,800-10031,2003,70019,7007,800900
　63年～平成５年 32,8007,600-3,20010,800-1,500-1,80030027,7002,40023,0002,300-1,000
平成５年 ～ 10年 33,7004,000-8,00012,0001,300-6001,90027,6001,80010,40015,300800
　　10年 ～ 15年 50,8003,300-8,50011,800-800 0 -80045,1003,30034,9007,0003,300

昭和48年 ～ 53年 20.610.0 … … -25.9 … … 101.2… … … 83.3
　　53年 ～ 58年 13.8 2.3 -5.1 36.2-7.1-11.0116.749.034.8 60.025.736.4
　　58年 ～ 63年 10.5 3.5 -6.0 34.3-36.9-40.0-7.730.411.1 30.4177.320.0
　63年～平成５年 9.4 3.8 -2.3 17.7-15.2-20.725.020.76.5 27.218.9-18.5
平成５年 ～ 10年 8.9 1.9 -6.0 16.715.5-8.7126.717.14.6 9.7105.518.2
　　10年 ～ 15年 12.3 1.6 -6.7 14.1-8.2 0.0-23.523.98.0 29.623.563.5

その他
１･２階 ３～５階

６  階 以
上

年      次 ２  階
以 上

総  数
２  階　　以
上

総  数 １  階
総  数

総  数 １  階

実    数 (戸)

割    合     (%)

増 減 数 (戸）

増 減 率     (%)
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また、非木造の住宅432,700戸についてその内訳をみると、鉄骨・鉄筋コンクリート造は419,800戸で、住

宅全体の90.3％を占めて圧倒的に多く、その他は12,900戸（2.8％）となっている。鉄骨・鉄筋コンクリート

造の住宅数は、昭和48年の70,400戸から平成15年には419,800戸と、調査ごとに大きく伸びており、昭和

48年以降、住宅全体の増加のほとんどが鉄骨・鉄筋コンクリート造の住宅の増加によるものとなっている。 

 

 

 

 

住宅の建て方別にその構造をみると、一戸建では、鉄骨・鉄筋コンクリート造が175,900戸、一戸建全体の

82.4％を占め、また、長屋建では、鉄骨・鉄筋コンクリート造が6,500戸、長屋建全体の73.0％を占め、いず 

９８％を超える鉄骨・鉄筋コンクリート造の共同住宅 

表2-3  住宅の構造別住宅数－沖縄県（昭和48年～平成15年）

木    造 非  木  造

総  数 木  造 防火木造 総  数
鉄骨･鉄筋
コンクリート造

その他

昭  和   48   年 229,300116,300108,0008,300113,00070,40042,500

         53   年 276,60094,40084,40010,000182,100155,90026,200

         58   年 314,70067,50063,4004,100247,200217,30029,900

         63   年 347,70053,20049,7003,500294,600262,50032,100

平  成   ５   年 380,50045,60041,2004,400335,000304,70030,300

         10   年 414,20043,60037,5006,100370,600343,30027,300

         15   年 465,00032,20026,6005,600432,700419,80012,900

昭  和   48   年 100.050.7 47.1 3.6 49.3 30.7 18.5

         53   年 100.034.1 30.5 3.6 65.8 56.4 9.5

         58   年 100.021.4 20.1 1.3 78.6 69.0 9.5

         63   年 100.015.3 14.3 1.0 84.7 75.5 9.2

平  成   ５   年 100.012.0 10.8 1.2 88.0 80.1 8.0

         10   年 100.010.5 9.1 1.5 89.5 82.9 6.6

         15   年 100.0 6.9 5.7 1.2 93.1 90.3 2.8

昭和48年 ～ 53年 47,300-21,900-23,6001,70069,10085,500-16,300

　　53年 ～ 58年 38,100-26,900-21,000-5,90065,10061,4003,700

　　58年 ～ 63年 33,000-14,300-13,700-60047,40045,2002,200

　63年～平成５年 32,800-7,600-8,500900 40,40042,200-1,800

平成５年 ～ 10年 33,700-2,000-3,7001,70035,60038,600-3,000

　　10年 ～ 15年 50,800-11,400-10,900-50062,10076,500-14,400

昭和48年 ～ 53年 20.6 -18.8-21.920.5 61.2 121.4-38.4

　　53年 ～ 58年 13.8 -28.5-24.9-59.035.7 39.4 14.1

　　58年 ～ 63年 10.5 -21.2-21.6-14.619.2 20.8 7.4

　63年～平成５年 9.4 -14.3-17.125.7 13.7 16.1 -5.6

平成５年 ～ 10年 8.9 -4.4 -9.0 38.6 10.6 12.7 -9.9

　　10年 ～ 15年 12.3 -26.1-29.1-8.2 16.8 22.3 -52.7

割    合       (%)

増 減 数  (戸）

増 減 率       (%)

総  数年      次

実    数  (戸)
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れも鉄骨・鉄筋コンクリートが7割以上を占めている。これに対し、共同住宅では鉄骨・鉄筋コンクリート造

が229,600戸、共同住宅全体の98.1％と100％に近い割合を占めている。 

平成10年～15年の5年間に住宅数は50,800戸増加しているが、建て方・構造別にその増減をみると、鉄骨・

鉄筋コンクリート造の共同住宅が 44,800戸増で最も大きく、次いで、鉄骨・鉄筋コンクリート造の一戸建が

28,100戸増加している。一方、木造の一戸建は10,200戸減、木造の長屋建は300戸減、木造の共同住宅は600

戸減と、いずれも減少している。 

 

 

 

２－２  建築の時期 

 

 

 

住宅を建築の時期別にみると、昭和26年以降に建築された住宅が438,500戸、住宅全体の94.3％と大半を

占めている。その内訳をみると、昭和26年～昭和35年に建築された住宅は17,200戸（3.7％）、36年～45年

は42,200戸（9.1％）、46年～55年は94,100戸（20.2％）、56年～平成2年は134,500戸（28.9％）、3年～ 

表2-4  住宅の建て方, 構造別住宅数－沖縄県（平成1５年）

建  て  方 総    数 木    造 防 火 木 造
鉄 骨 ･ 鉄 筋
コンクリート造

そ  の  他

実      数 (戸)

  住   宅   総   数465,00026,600 5,600 419,80012,900

     一    戸    建213,60024,500 4,800 175,9008,400

     長    屋    建8,900 1,400 500 6,500 400

     共  同  住  宅234,100 300 300 229,6003,800

     そ    の    他 8,500 300 100 7,800 300

割      合      (%)

  住   宅   総   数100.0 5.7 1.2 90.3 2.8

     一    戸    建100.0 11.5 2.2 82.4 3.9

     長    屋    建100.0 15.7 5.6 73.0 4.5

     共  同  住  宅100.0 0.1 0.1 98.1 1.6

     そ    の    他 100.0 3.5 1.2 91.8 3.5

平成10年～15年の増減

増  減  数 (戸）

  住   宅   総   数50,800-10,900 -500 76,500-14,400

     一    戸    建3,300 -10,200 -700 28,100-13,900

     長    屋    建-800 -300 300 500 -1,400

     共  同  住  宅45,100 -600 0 44,800 700

     そ    の    他 3,300 100 100 3,000 100

増  減  率      (%)

  住   宅   総   数12.3 -29.1 -8.2 22.3 -52.7

     一    戸    建1.6 -29.4 -12.7 19.0 -62.3

     長    屋    建-8.2 -17.6 150.0 8.3 -77.8

     共  同  住  宅23.9 -66.7 0.0 24.2 22.6

     そ    の    他 63.5 50.0 0.0 62.5 50.0

昭和56年以降に建築された住宅が６割以上を占める 
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7年は53,700戸（11.5％）、8年～10年は43,700戸（9.4％）11年～15年9月は53,100戸（11.4％）となっ

ており、昭和56年以降の約23年間に建築された住宅が住宅全体の6割以上を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－３  住宅の所有の関係 

 

 

 

平成15年の住宅総数465,000戸を住宅の所有の関係別にみると、持ち家が243,100戸で、住宅全体に占める

割合（持ち家住宅率）は52.3％、借家が216,400戸、46.5％となっている。持ち家・借家の別に増加率の推移

をみると、持ち家は昭和48年～53年12.0％増であったが、53年～58年7.2％増、58年～63年6.9％増、63

年～平成5年6.1％増、5年～10年7.6％増、10年～15年6.2％増と一桁台の増加にとどまっている。一方、

借家は昭和48年～53年38.6％増、53年～58年24.1％増、58年～63年には16.6％増、63年～平成5年には

13.4％増、5年～10年には8.4％増と一桁台の増加率となったが、10年～15年には20.1％の増加率となった。 

このため持ち家住宅率は、昭和48年の68.2％から、53年63.3％、58年59.6％、63年57.7％、平成5年55.9％、

10年には55.3％、15年には52.3％と一貫して低下を続けている。 

持ち家住宅率は５２.3％，５年前よりやや低下 

表2-5  住宅の建築の時期別住宅数，割合－沖縄県（平成10年，15年）

住宅数 (戸) 割   合  (%)

平成1５年 平成10年 平成1５年 平成10年

住     宅     総      数 1)  465,000414,200 100.0 100.0

昭　和　25　年　以　前  13,400 8,700 2.9 2.1

昭和 26 年  ～   35 年  17,200 23,000 3.7 5.6

昭和 36 年  ～   45 年  42,200 49,700 9.1 12.0

昭和 46 年  ～   55 年  94,100121,700 20.2 29.4

昭和 56 年  ～平成２年  134,500122,300 28.9 29.5

平成　３年  ～    ７年  53,700 50,100 11.5 12.1

平成８年 ～平成10年9月 … 30,800 … 7.4

平成 ８ 年  ～  １０年  43,700 … 9.4 …

平    成     １１   年  11,800 … 2.5 …

平    成     １２   年  12,700 … 2.7 …

平    成     １３   年  11,000 … 2.4 …

平    成     １４   年  10,800 … 2.3 …

平成 15 年 １月～ ９月  6,800 … 1.5 …

1)  建築の時期「不詳」を含む。

建　築　の　時　期

図2-4  持ち家住宅率の推移－沖縄県（昭和48年～平成15年）
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55.9
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70.0

昭和48年     53年     58年     63年 平成５年     10年     15年

（%）
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借家216,400戸についてその内訳をみると、民営借家が174,600戸（住宅全体の37.5％、借家全体の80.7％）

と最も多く、以下、公営の借家29,400戸（6.3％、13.6％）、給与住宅10,000戸（2.2％、4.6％）、公団・公社

の借家2,300戸（0.5％、1.1％）の順となっている。 

借家の内訳別に増減率の推移をみると、公営・公団・公社の借家は昭和48年～53年には75.0％増、53年～

58年でも81.6％増と大幅に増加率は上昇し、借家全体の増加率を上回っていた。しかしその後は、昭和58 

表 2-6  住 宅 の 所 有 の 関 係 別 住 宅 数  － 沖 縄 県 （ 昭和 ４８ 年 ～ 平成 １５ 年 ）

民   営   借   家

1)

実    数 (戸)

 昭  和   4 8   年 229,300156,30073,0005,600… … 65,10045,60019,5002,300

          5 3   年 276,600175,000101,2009,8007,3002,50083,10072,30010,8008,300

          5 8   年 314,700187,600125,60017,80016,8001,00098,20086,70011,5009,600

          6 3   年 347,700200,600146,50019,70017,8001,900118,200113,1005,1008,600

 平  成    ５   年 380,500212,800166,20026,60022,9003,700131,400129,5001,9008,100

          1 0   年 414,200228,900180,20028,80027,5001,300141,500139,8001,7009,900

          1 5   年 465,000243,100216,40031,70029,4002,300174,600… … 10,000

割    合      (%)

 昭  和   4 8   年 100.068.231.8 2.4 … … 28.419.9 8.5 1.0

          5 3   年 100.063.336.6 3.5 2.6 0.9 30.026.1 3.9 3.0

          5 8   年 100.059.639.9 5.7 5.3 0.3 31.227.6 3.7 3.1

          6 3   年 100.057.742.1 5.7 5.1 0.5 34.032.5 1.5 2.5

 平  成    ５   年 100.055.943.7 7.0 6.0 1.0 34.534.0 0.5 2.1

          1 0   年 100.055.343.5 7.0 6.6 0.3 34.233.8 0.4 2.4

          1 5   年 100.052.346.5 6.8 6.3 0.5 37.5 … … 2.2

増 減 数 (戸)

 昭和 48年 ～ 53年 47,30018,70028,2004,200… … 18,00026,700-8,7006,000

 　　 53年 ～ 58年 38,10012,60024,4008,0009,500-1,50015,10014,4007001,300

 　　 58年 ～ 63年 33,00013,00020,9001,9001,00090020,00026,400-6,400-1,000

 　 63年～平成５年 32,80012,20019,7006,9005,1001,80013,20016,400-3,200-500

 平成 ５年 ～ 10年 33,70016,10014,0002,2004,600-2,40010,10010,300-2001,800

 　　 10年 ～ 15年 50,80014,20036,2002,9001,9001,00033,100… … 100

増 減 率      (%)

 昭和 48年 ～ 53年 20.612.038.675.0 … … 27.658.6-44.6260.9

 　　 53年 ～ 58年 13.8 7.2 24.181.6130.1-60.018.219.9 6.5 15.7

 　　 58年 ～ 63年 10.5 6.9 16.610.7 6.0 90.020.430.4-55.7-10.4

 　 63年～平成５年 9.4 6.1 13.435.028.794.711.214.5-62.7-5.8

 平成 ５年 ～ 10年 8.9 7.6 8.4 8.3 20.1-64.97.7 8.0-10.522.2

 　　 10年 ～ 15年 12.3 6.2 20.110.1 6.9 76.923.4 … … 1.0

 1)  住 宅 の 所 有 の 関 係 ｢不 詳｣ を 含 む。

給　与
住　宅

年　　次
総　数 持 ち 家 借　家

公営の
借  家

公団 ･
公社の
借　家

設 備
専 用

設 備
共 用

公 営・公 団･公 社 の 借 家



－13－ 

年～63年10.7％増、63年～平成5年35.0％増、5年～10年8.3％増、10年～15年10.1％増と増加率が鈍化す

る傾向にあり借家全体の増加率20.1％を大幅に下回る結果となった。また、借家の中で最も大きな比重を占め

る民営借家は昭和48年～53年27.6％増から、53年～58年には18.2％増と伸びが鈍化したが、58年～63年に

は20.4％増と増加となり、63年～平成5年11.2％増、5年～10年7.7％増と再び伸びが鈍化したが、10年～

15年23.4％増と一転して大幅な増加率となった。さらに給与住宅は、53年～58年まで増加していたが、58年

～平成5年までは減少し、5年～10年は一転して22.2％増加となった。しかし10年～15年には1.0％の増加

と伸びが鈍化した。 

 

２－４  専用住宅の規模 

 

 

 

平成15年における専用住宅の1住宅当たり居住室数、居住室の畳数及び延べ面積（居住室数のほか玄

関、便所、台所などを含めた住宅の床面積の合計）をみると、1住宅当たり居住室数は4.20室、居住室

の畳数は28.17畳、延べ面積は76.16㎡となっている。 

昭和48年の1住宅あたり居住室数は3.95室、居住室の畳数は18.93畳、延べ面積は50.81㎡であったた

め、この30年間にそれぞれ0.25室、9.24畳、25.35㎡増加しており、住宅の規模はかなり拡大した。平

成10年～15年では居住室数が前回に引き続きわずかに減少したが、居住室の畳数は0.52畳の増加、延べ

面積は1.30㎡の増加となっている。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

２－５  住宅の設備等 

 

 

 

住宅を台所の型別にみると（注：台所が2か所以上ある住宅については、世帯が主に使用している台

所）、「独立の台所」は139,400戸で、30.0％を占め、「食事室兼用」（いわゆるＤＫ）は236,600戸、50.9％、

「食事室・居間兼用」（いわゆるＬＤＫ）は73,300戸、15.8％、「その他の兼用」は8,200戸、1.8％、「他

世帯と共用」は2,000戸、0.4％となっており、台所が他の用途と兼用である住宅は住宅全体の68.8％と

ほぼ7割を占めている。この割合を平成10年と比べると、「食事室兼用」は4.0ポイント低下したのに対

し、 「独立の台所」は2.4ポイント、「食事室・居間兼用」は2.8ポイントそれぞれ上昇している。 

 

 

拡大が続く住宅の規模 

表2-7  専用住宅の規模－沖縄県（昭和48年～平成15年）

専用住宅の規模 昭和48年 昭和53年 昭和58年 昭和63年 平成５年 平成10年 平成15年

１住宅当たり居住室数      （室） 3.95 4.28 4.28 4.46 4.41 4.33 4.20

１住宅当たり居住室の畳数（畳） 18.9322.5524.1826.1026.6527.6528.17

１住宅当たり延べ面積      （㎡） 50.8157.7462.6768.0872.0374.8676.16

「食事室兼用」台所は減少、「独立の台所」、「食事室・居間兼用」台所は増加 
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  自動火災感知設備がある住宅数は125,700戸で、住宅全体に占める割合は27.0％とな

っている。このうち、「自動消化設備（スプリンクラー等）がある住宅」は12,300戸で

2.6％となっている。 

  自動火災感知設備設置率を住宅の建て方別にみると、一戸建ては10.0％、長屋建は

7.9％、共同住宅は43.7％、その他が17.6％となっており、一戸建て及び長屋建てに比

べ、共同住宅の設置率は高くなっている。 

 

 

表2-8  台所の型別住宅数－沖縄県（平成１０年，１５年）

食事室  ・ 他 世 帯 と
居間兼用 共用の台所

実  数    (戸)

  平成  10  年 414,200114,400227,20053,900 13,100 500

        15  年 465,000139,400236,60073,300 8,200 2,000

割  合     (%)

  平成  10  年 100.0 27.6 54.9 13.0 3.2 0.1

        15  年 100.0 30.0 50.9 15.8 1.8 0.4

その他の兼用

  1)   台所の型「不詳」を含む。

年      次    総  数   1) 独立の台所 食事室兼用

図２－５　住宅の建て方別自動火災感知設備設置率
沖縄県（平成１５年）
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